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1.はじめに 

日本における土砂災害の主なソフト対策の 1 つであ
る土砂災害警戒情報 1)は，土石流と時空間的に集中して
発生する土砂災害を対象としていることから，深層崩
壊などの大規模な土砂災害は非対象となるが，表層崩
壊よりも深層崩壊の発生降雨の指標値は大きいため，
基本的には深層崩壊をカバー可能と考えられる。しか
し，深層崩壊は大規模な河道閉塞等を伴うことが多く，
その決壊は表層崩壊による土砂災害よりも広範囲かつ
甚大な被害となる可能性がある。現行の土砂災害警戒
情報とは別に，深層崩壊に対する警戒避難基準雨量を
設定することで高度化を図ることができるが，そのた
めには，発生降雨条件を検討する必要がある。 

深層崩壊の発生降雨条件に関する研究事例として，
木下ら（2013）2)は気象庁の解析雨量による 48 時間雨量
確率年と深層崩壊の発生数および発生率，崩壊規模と
の間には相関関係があることを示した。また，坂井ら
（2011）3)はアメダスデータに基づいて 72 時間降雨確
率年が 20 年を超える降雨では，土砂災害に深層崩壊が
含まれる可能性が非常に高いことを明らかにした。竹
本ら（2022）4)は深層崩壊の崩壊規模は 48 時間雨量超過
確率が 1/40 年を基準として増加する傾向を示すと結論
づけている。八反地（2003）5)は地上雨量観測局の雨量
データを用いて，1 時間雨量の降雨ピーク時刻に対する
深層崩壊の発生時刻の遅れ時間は崩壊規模と相関があ
ることを明らかにしている。しかし，前述の研究事例に
おいて深層崩壊に対する雨量確率年の閾値は崩壊規模
に関する分類が概略的であり，また，長期雨量指標の雨
量確率年が最大値となる時刻から災害発生時刻までの
時間差と崩壊規模の関係は十分に検討されていない。 

そこで本検討では，過去に深層崩壊が発生した地点
の解析雨量を対象として「災害直前の一連降雨における
48 時間または 72 時間雨量の最大雨量確率年」と「最大
雨量確率年となる時刻から災害発生時刻までの時間差」
を整理した。既往研究 2)～5)に倣い，雨量値ではなく雨量
確率年を指標に選定したのは，日本は南北に長く地域
によって気候特性が大きく異なるが，確率年を指標値
とすることで，一律の閾値を設定可能と考えられるた
めである。また，降雨データは主に解析雨量を用いてい
るが，地上雨量計と異なり空間解像度が高いことや欠
測が少ない点，予測雨量の導入可能性といったシステ
ム化した場合の運用上の利点を有するためである。な
お，深層崩壊の発生に対する閾値は災害件数を基づい
て整理した捕捉率と崩壊土砂量の関係から検討した。 
2.検討対象災害および使用した雨量データ 
2.1.検討対象災害の選定 

検討対象とした災害イベントの抽出は，まず，深層崩
壊の災害諸元の情報が含まれる既往論文例えば 4)や国土交
通省の有する災害データの中から，崩壊土砂量が 10 万
m3 以上かつアメダスデータの存在期間以降（1976 年）
に発生した降雨による深層崩壊を抽出し，発生時刻と
崩壊土砂量が特定されているものを選定した。なお，論
文等から抽出した深層崩壊数は 128 イベント，最終的
に選定した深層崩壊の数は 49 イベントであった。 

2.2 使用した雨量データ 
雨量データは気象庁の解析雨量を用いている。その

雨量データは 1988/4/1 から存在し，当初は 5km 格子で
あったが 2006 年からは 1km 格子となった。解析雨量の
存在期間以前の発生箇所の雨量データは，アメダスの
地上雨量観測局をティーセン分割により割り当て，そ
の観測局のデータを対象とした。 
3. 雨量確率年に基づく閾値の検討方法 
3.1 雨量データの整理方法 
雨量データは気象庁の解析雨量に基づき48時間と72

時間雨量を整理した。一連降雨は 48 時間または 72 時
間雨量が 0mm となるところで降雨イベントを区切った。 
3.2 雨量確率年の整理方法 
雨量確率年の算定は外れ値の影響を受けにくい L 積

率法 6)を採用した。48 時間および 72 時間雨量確率年は
国総研資料第 1222 号 7)に倣い，日本全国の 1km メッシ
ュを対象に 2006/1/1～2024/12/31の雨量の年最大値から
計算したパラメータを基に算定した。 
3.3 深層崩壊に対する降雨指標の閾値検討方法 
本検討で用いる閾値の条件は各深層崩壊における

「災害発生直前の一連降雨における最大 48 時間または
72 時間雨量確率年」と「その時刻から災害発生時刻ま
での時間差」とし，その 2 つで設定することとした。 
雨量確率年は各深層崩壊の発生場所におけるメッシ

ュ（1km 格子）の雨量から算出し，その閾値は災害件数
を基に整理した捕捉率と崩壊土砂量の関係から検討し
た。なお，深層崩壊の発生時刻は 1 時間毎に丸めた値と
した。 
4. 深層崩壊に対する降雨指標の閾値検討結果 
4.1 48・72 時間雨量の確率年と捕捉率の関係 
「災害発生直前の一連降雨における48時間および72

時間雨量の最大雨量確率年」の閾値とその捕捉率の関
係を図-1 に示す。 

一連降雨の最大雨量確率年に基づく深層崩壊の捕捉
率は，崩壊土砂量が大きいほど高く，100 万 m3 および
300 万 m3 以上の捕捉率と雨量確率年による閾値の関係
は概ね同じ傾向を示している。一連降雨の最大 72 時間
雨量確率年は 20 年以上の場合，48 時間雨量のそれに比
べて捕捉率が高く，深層崩壊に対する警戒避難基準雨
量に用いる降雨指標として有利である。 

崩壊土砂量 100 万 m3以上の深層崩壊は一連降雨の最
大 72 時間雨量確率年の閾値を 20 年以上とすることで
概ね捕捉可能であるが，その捕捉率は 100％となってい
ない（87.5%）。これは，富士川水系早川八潮崩れ
（2020/7/8）の最大雨量確率年が同規模の深層崩壊に比
べて小さいためである。この深層崩壊は長雨によるも
のであったが，断続的な降雨イベントで日単位の無降
雨期間を挟んでいたため，最大雨量確率年としては大
きな値とならなかったことが原因となっている。 

前述の閾値条件の場合，崩壊土砂量が 100 万 m3未満
の深層崩壊は，100 万 m3 以上の深層崩壊に比べて捕捉
率は低いが，大規模な河道閉塞の方が決壊による影響
範囲も広く，被害も顕著となると考えられる。 
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4.2 48・72 時間雨量の確率年とその時刻から災害発生
時刻までの時間差，崩壊規模の関係 

「災害発生前の一連降雨における 48 時間および 72
時間雨量の最大雨量確率年」と「その時刻から災害発生
時刻までの時間差」，「深層崩壊の崩壊規模」の関係を図
-2 に示す。なお，本検討における災害発生時刻との時
間差は災害発生前の最大雨量確率年を基準としており，
閾値に基づく超過時刻を基準としたものではない。 

検討対象の深層崩壊は，一連降雨の雨量確率年が最
大値となる時刻の直後に発生する傾向がある。崩壊土
砂量 100 万 m3 以上の深層崩壊は 48 時間雨量確率年が
最大となる時刻から 24 時間以内，72 時間雨量確率年の
場合は最大年数となる時刻から 36 時間以内に発生して
いる。また，崩壊土砂量 100 万 m3未満の深層崩壊にお
ける時間差も，100 万 m3 以上のそれと概ね似た傾向で
あるが，時間差が 48 時間以上となる事例が存在する。 
5.おわりに 

本検討では深層崩壊の発生を検知することを目的に，
解析雨量に基づき，崩壊土砂量の規模も踏まえ，深層崩
壊が発生する雨量確率年による閾値を検討した。深層
崩壊に対する発生降雨の条件としては，一連降雨の最大
72 時間雨量確率年を 20 年以上と設定することで，崩壊
土砂量 100 万 m3以上の深層崩壊を概ね捕捉可能という
結果となった。また，一連降雨の最大 72 時間雨量確率
年となる時刻から 36 時間以内に深層崩壊が発生してお
り，それを目安に警戒の解除基準も設定可能と考えら
れる。 

今後は実運用を念頭に置いて，深層崩壊推定頻度マ
ップ 8)等を用いた対象メッシュの絞り込み等により，雨
量確率年の超過頻度を低下させるといった検討を行う
必要がある。加えて，本検討で対象とした深層崩壊事例
は地域的偏りもあることから，ここで定めた雨量確率

年に基づく閾値は，深層崩壊事例の少ない地域に適用
可能かを確認していくことが必要である。 
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図-1 災害発生前の一連降雨における最大雨量確率年

の閾値と捕捉率の関係 

(b) 72 時間雨量確率年 

(a) 48 時間雨量確率年 

図-2 災害発生前の一連降雨における最大雨量確率年と

その時刻から災害発生時刻までの時間差の関係 

(a) 48 時間雨量確率年 

 

富士川水系早川八潮崩れ(2020/7/8) 

富士川水系早川八潮崩れ(2020/7/8) 

(b) 72 時間雨量確率年 
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